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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 115,557 169,743

受取手形及び売掛金 244,035 158,798

有価証券 40,621 58,838

たな卸資産 ※2  124,633 －

商品及び製品 － ※2  44,237

仕掛品 － 30,500

原材料及び貯蔵品 － 27,423

繰延税金資産 18,860 16,600

その他 54,391 64,632

貸倒引当金 △2,486 △2,806

流動資産合計 595,612 567,967

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  348,638 ※2  362,258

減価償却累計額 △159,862 ※4  △180,043

建物及び構築物（純額） 188,776 182,214

機械装置及び運搬具 735,131 777,352

減価償却累計額 △468,784 ※4  △524,949

機械装置及び運搬具（純額） 266,347 252,402

工具、器具及び備品 103,378 103,760

減価償却累計額 △75,233 ※4  △78,162

工具、器具及び備品（純額） 28,145 25,598

土地 ※2  107,727 ※2  110,078

建設仮勘定 31,849 18,970

有形固定資産合計 622,847 589,264

無形固定資産   

のれん 137,163 107,072

ソフトウエア 12,522 11,736

無形固定資産合計 149,685 118,809

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  1,513,779 ※1, ※2  907,524

長期貸付金 8,056 5,954

繰延税金資産 8,578 11,578

その他 ※1  67,202 ※1  126,534

貸倒引当金 △177 △199

投資その他の資産合計 1,597,439 1,051,391

固定資産合計 2,369,972 1,759,464

資産合計 2,965,585 2,327,432
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 214,084 104,658

短期借入金 ※2  52,326 ※2  63,187

コマーシャル・ペーパー 33,700 26,356

1年内償還予定の社債 20,000 32,072

未払金 30,389 25,349

未払法人税等 27,137 7,570

繰延税金負債 1,881 249

役員賞与引当金 626 214

その他 ※2  157,894 ※2  154,720

流動負債合計 538,041 414,379

固定負債   

社債 230,766 231,501

長期借入金 ※2  185,513 ※2  285,340

リース債務 － 104,245

繰延税金負債 482,787 252,209

退職給付引当金 ※3  47,102 ※3  44,055

その他 27,376 18,029

固定負債合計 973,547 935,382

負債合計 1,511,588 1,349,762

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,462 80,462

資本剰余金 106,184 106,180

利益剰余金 466,780 412,294

自己株式 △50,644 △50,672

株主資本合計 602,783 548,264

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 752,553 392,489

繰延ヘッジ損益 140 24

為替換算調整勘定 41,477 △10,048

評価・換算差額等合計 794,171 382,466

新株予約権 695 1,224

少数株主持分 56,345 45,715

純資産合計 1,453,996 977,670

負債純資産合計 2,965,585 2,327,432
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 2,000,536 1,584,252

売上原価 ※  1,678,493 ※1  1,389,002

売上総利益 322,043 195,249

販売費及び一般管理費   

販売手数料 11,650 10,287

給料及び手当 82,362 75,426

退職給付費用 2,063 2,012

減価償却費 10,058 8,734

研究開発費 ※  22,365 ※1  23,610

その他 96,688 81,800

販売費及び一般管理費合計 225,189 201,871

営業利益又は営業損失（△） 96,853 △6,621

営業外収益   

受取利息 14,737 12,677

受取配当金 34,850 37,781

有価証券売却益 3,043 498

固定資産賃貸料 987 －

持分法による投資利益 2,749 －

その他 8,547 8,356

営業外収益合計 64,916 59,312

営業外費用   

支払利息 19,453 19,770

固定資産除却損 2,988 4,131

持分法による投資損失 － 3,130

その他 12,840 11,314

営業外費用合計 35,281 38,346

経常利益 126,488 14,343

特別利益   

投資有価証券売却益 5,866 －

特別利益合計 5,866 －

特別損失   

生産量減少に伴う固定資産の処分損 － ※2, ※4  26,526

電子部品の一部生産中止に伴う損失 － ※3, ※4  11,064

特別損失合計 － 37,591

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

132,355 △23,247

法人税、住民税及び事業税 47,057 8,248

法人税等調整額 △2,528 8,240

法人税等合計 44,528 16,488

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7,365 △6,968

当期純利益又は当期純損失（△） 80,460 △32,767
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 80,462 80,462

当期末残高 80,462 80,462

資本剰余金   

前期末残高 105,055 106,184

当期変動額   

自己株式の処分 1,128 △4

当期変動額合計 1,128 △4

当期末残高 106,184 106,180

利益剰余金   

前期末残高 402,431 466,780

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △2,400

当期変動額   

剰余金の配当 △17,489 △19,318

連結子会社の増加に伴う減少高 △1,316 －

連結子会社の減少に伴う減少高 △77 －

持分法適用会社の減少に伴う増加高 2,771 －

当期純利益又は当期純損失（△） 80,460 △32,767

当期変動額合計 64,349 △52,086

当期末残高 466,780 412,294

自己株式   

前期末残高 △47,253 △50,644

当期変動額   

自己株式の取得 △8,728 △41

自己株式の処分 5,337 12

当期変動額合計 △3,390 △28

当期末残高 △50,644 △50,672

株主資本合計   

前期末残高 540,696 602,783

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △2,400

当期変動額   

剰余金の配当 △17,489 △19,318

連結子会社の増加に伴う減少高 △1,316 －

連結子会社の減少に伴う減少高 △77 －

持分法適用会社の減少に伴う増加高 2,771 －

当期純利益又は当期純損失（△） 80,460 △32,767

自己株式の取得 △8,728 △41

自己株式の処分 6,466 8

当期変動額合計 62,087 △52,118

当期末残高 602,783 548,264

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,157,793 752,553

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △405,239 △360,063

当期変動額合計 △405,239 △360,063

当期末残高 752,553 392,489
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △0 140

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 140 △115

当期変動額合計 140 △115

当期末残高 140 24

為替換算調整勘定   

前期末残高 52,912 41,477

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11,434 △51,525

当期変動額合計 △11,434 △51,525

当期末残高 41,477 △10,048

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,210,704 794,171

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △416,533 △411,705

当期変動額合計 △416,533 △411,705

当期末残高 794,171 382,466

新株予約権   

前期末残高 202 695

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 493 528

当期変動額合計 493 528

当期末残高 695 1,224

少数株主持分   

前期末残高 58,878 56,345

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,532 △10,630

当期変動額合計 △2,532 △10,630

当期末残高 56,345 45,715

純資産合計   

前期末残高 1,810,483 1,453,996

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △2,400

当期変動額   

剰余金の配当 △17,489 △19,318

連結子会社の増加に伴う減少高 △1,316 －

連結子会社の減少に伴う減少高 △77 －

持分法適用会社の減少に伴う増加高 2,771 －

当期純利益又は当期純損失（△） 80,460 △32,767

自己株式の取得 △8,728 △41

自己株式の処分 6,466 8

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △418,573 △421,807

当期変動額合計 △356,486 △473,926

当期末残高 1,453,996 977,670

─ 58 ─



















































































②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 ※１  1,217,526 ※１  940,008

売上原価   

製品期首たな卸高 2,667 4,734

当期製品製造原価 1,098,982 882,575

合計 1,101,649 887,309

他勘定振替高 ※２  90 ※２  67

製品期末たな卸高 4,734 1,664

売上原価合計 ※１, ※３  1,096,824 ※１, ※３  885,578

売上総利益 120,702 54,430

販売費及び一般管理費   

販売手数料 13,507 12,563

荷造運搬費 9,471 7,380

給料及び手当 12,788 11,016

退職給付費用 801 860

減価償却費 2,625 2,363

研究開発費 ※３  16,266 ※３  18,135

その他 14,882 11,891

販売費及び一般管理費合計 70,343 64,210

営業利益又は営業損失（△） 50,358 △9,780

営業外収益   

受取利息 600 629

受取配当金 ※１  37,142 ※１  40,797

有価証券売却益 867 432

固定資産賃貸料 2,531 2,659

その他 1,547 861

営業外収益合計 42,689 45,381

営業外費用   

支払利息 2,397 2,759

社債利息 4,183 3,294

租税公課 457 －

減価償却費 1,339 1,323

有価証券評価損 1,323 205

固定資産除却損 2,125 2,766

その他 4,363 4,864

営業外費用合計 16,191 15,214

経常利益 76,857 20,387

特別利益   

投資有価証券売却益 5,863 －

特別利益合計 5,863 －

特別損失   

生産量減少に伴う固定資産の処分損 － ※４, ※６  10,493

電子部品の一部生産中止に伴う損失 － ※５, ※６  5,177

特別損失合計 － 15,670

税引前当期純利益 82,720 4,716

法人税、住民税及び事業税 25,004 43

法人税等調整額 1,012 7,378

法人税等合計 26,016 7,421

当期純利益又は当期純損失（△） 56,703 △2,705
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平成20年６月20日

株式会社豊田自動織機 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社豊田自動織機の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社豊田自動織機及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員 

 業務執行社員 
公認会計士  堀  江  正  樹 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  川  原  光  爵 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成21年６月19日

株式会社豊田自動織機 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社豊田自動織機の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社豊田自動織機及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

追加情報に記載されているとおり、法人税法の改正に伴い耐用年数を見直した結果、当連結会計年度より、改正後の

法人税法に基づく耐用年数に変更している。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  堀  江  正  樹 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  川  原  光  爵 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社豊田自動織機の平成

21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報

告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する

ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

当監査法人は、株式会社豊田自動織機が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成20年６月20日

株式会社豊田自動織機 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社豊田自動織機の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第130期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社豊田自動織機の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  堀  江  正  樹 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  川  原  光  爵 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成21年６月19日

株式会社豊田自動織機 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社豊田自動織機の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第131期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社豊田自動織機の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

追加情報に記載されているとおり、法人税法の改正に伴い耐用年数を見直した結果、当事業年度より、改正後の法人

税法に基づく耐用年数に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  堀  江  正  樹 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士  川  原  光  爵 

(※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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